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●適合義務制度

内容 新築時等における省エネ基準への適合義務

基準適合について、所管行政庁又は登録省エネ判定機関
の省エネ適合性判定を受ける必要

※ 省エネ基準への適合が確認できない場合、
着工できない

対象 原則全ての住宅・非住宅

●住宅トップランナー制度

内容 住宅トップランナー基準（省エネ基準よりも高い水準）を
定め、省エネ性能の向上を誘導（必要に応じ、大臣が勧
告・命令・公表）

対象分譲戸建住宅を年間150戸以上供給する事業者
注文戸建住宅を年間300戸以上供給する事業者
賃貸アパートを年間1,000戸以上供給する事業者
分譲共同住宅を年間1,000戸以上供給する事業者

●容積率特例に係る認定制度

誘導基準に適合すること等についての所管行政庁の認定によ
り、容積率の特例※を受けることが可能

●省エネ性能に係る表示制度

賃貸・販売時に、賃貸等事業者等は、国土交通大臣の指定す
る方法により省エネ性能を表示することが必要。

表示制度の信頼性向上等の観点から、第三者評価制度である
BELS（ベルス）の取得を推奨。

●その他（基本方針の策定、建築主等の努力義務、建築主等に対する指導助言、新技術の評価のための大臣認定制度、条例による基準強化 等）

●再生可能エネルギー利用促進区域制度

市町村は、再生可能エネルギー利用設備の設置を促進する区域
を指定することが可能。指定した場合、当該区域内において、
以下が措置

・建築士による再エネ設備の導入効果に係る説明義務
・形態規制（容積・建ぺい・高さ）の合理化

目的：社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増加していることに鑑み、エネルギーの使用の合理化及び非
化石エネルギーへの転換等に関する法律と相まって、建築物のエネルギー消費性能の向上等を図り、もって国民経済の健全な発展と
国民生活の安定向上に寄与することを目的とする。

建築物省エネ法の概要
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＜建築物のライフサイクル全体での
省CO2化の推進＞

＜大手事業者による市場の牽引＞

Ｚ
Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す

●建築物省エネ法改正
（2022年6月）

2030年

ス
ト
ッ
ク
平
均
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
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Ｂ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す

2050年2025年

新
築

既
存

＜全面義務化に向けた準備＞

＜関係省庁連携によるZEH・ZEB等への支援＞

＜建材・設備の性能向上＞

＜省エネ性能が高い建築物が選択される市場環境の整備＞

＜住宅・建築物の省エネ改修の推進＞

全
面
義
務
化

＜義務基準の引上げ＞

2022年

●全面義務化の施行
（2025年4月）

・2030年までに
ZEH・ZEB水準に引上げ

・基準・マニュアル類の整備
・講習等の実施

・省エネ法の建材・機器TR制度の基準強化

・特に住宅の改修について、補助・税・融資を総動員して推進

＜誘導基準の強化＞

規
制
（
底
上
げ
）

誘
導
（
よ
り
高
い
省
エ
ネ
性
能
）

・関連制度における基準をZEH・ZEB水準に引上げ

・住宅TR制度の対象に分譲マンションを追加するとともに、基準強化

・販売・賃貸時における省エネ性能の表示制度の強化

現在

継続的
に見直

し

2023年度から

2024年度から

2022年10月から

Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
適
合
率:

46.

1

％

Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
適
合
率:

37.

4

％

適
合
率(

住
宅):

19

％

適
合
率(

住   

宅):

89.

9

％

適
合
率(

非
住
宅):

99.

6

％

2023年度
時点

その他

住宅・建築物分野の今後の省エネ性能確保のスケジュール
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エネルギー消費性能表示制度

省エネ性能ラベル

エネルギー消費性能
✓ ★１つで省エネ基準適合
✓ 以降★1つにつき10%削減
✓ 太陽光発電自家消費分を見

える化

断熱性能
✓ 断熱等性能等級1～7に相当

する7段階で表示
✓ で省エネ基準適合

目安光熱費
✓ 設計上のエネルギー消費量

と全国統一の燃料単価を用
いて算出

ラベルの発行
Webプログラムの計算結果等と
連動して発行（自己評価）

ラベルを用いた広告イメージ

Sample

不動産検索サイト等で物件関係画像の一つとして表示す
ることをイメージ

2024年4月施行

表示制度をもっと知りたい！

表示制度の詳細や留意事項につい
て整理したガイドラインやオンライ
ン講座を国土交通省ホーム
ページに公開しています。

https://www.mlit.go.jp/shoene-label/

Sample

4

✓ 住宅・建築物を販売・賃貸する事業者※は、その販売等を行う建
築物について、エネルギー消費性能を表示する必要(努力義務)。
※事業者であるかは反復継続して販売等を行っているか等で判断。

✓ 告示に定められたラベルを使用して表示。

✓ 告示に従った表示をしていない事業者は勧告等の対象※。
※ 当面は社会的影響が大きい場合を対象に実施予定

・  2024年4月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に対して、販売等の対象となる住宅・建築物の
省エネルギー性能を表示することが努力義務化されます。

・ 省エネルギー性能を表示する際は、原則として規定のラベルを使用することが必要です。

建築物の販売・賃貸時のエネルギー消費性能表示制度
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制度名称
BELS（Building-Housing Energy-efficiency 

Labeling System）

運営主体 （一社）住宅性能評価・表示協会

評価対象 設計上の省エネ性能（新築・既存は不問）

評価者

BELS評価機関（110機関、2025年4月時点）
※登録省エネ適判機関等により構成
評価実施者：住宅性能評価員（住宅部分の
み）または適合性判定員

実績

（2024年4月以降のBELSプレート）

建物種別 類型件数

住宅用途 786,759

非住宅用途 6,381

複合用途 48

計 793,188

〇国のガイドラインでは、表示制度の信頼性向上等の観点から、省エネ性能の第三者評価の取得を推奨。
○第三者評価制度のＢＥＬＳ（ベルス）では、評価機関による審査を経て、ラベル・評価書等を発行。

ZEH・ZEBマークによるネット・ゼロ・エネルギーの達成をラベル等に表示することが可能。

（令和７年３月時点）

ＢＥＬＳ（建築物の省エネ性能の第三者評価制度）
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評価結果イメージ

CASBEEのイメージ

環境品質環境品質

Q Q (Quality)(Quality)

環境品質環境品質

Q Q (Quality)(Quality)

環境負荷環境負荷

L L (Load)(Load)

環境負荷環境負荷

L L (Load)(Load)

仮想境界

BEE=

敷地境界

敷地外への排水、振動など

境界から外部への
騒音、廃熱など

資源消費、CO2排出など

室内環境
サービス性能
室外環境

エネルギー
資源・マテリアル
敷地外環境

○ 「建築環境総合性能評価システム（CASBEE：Comprehensive Assessment System for Built Environment 
Efficiency）」は、住宅・建築物・街区等の環境品質の向上（室内環境、景観への配慮等）と地球環境への負荷の低減等を、総
合的な環境性能として一体的に評価を行うもの。

○ CASBEEは一般財団法人住宅・建築SDGs推進センター(IBECs)が運用する認証制度であり、事業への投資の喚起や建築物の
環境性能のアピール等を目的に活用されている。

街区系

住宅系

CASBEE-建築（既存）

CASBEE-建築（改修）

CASBEE-インテリアスペース

CASBEE-短期使用

CASBEE-学校

CASBEE-街区

CASBEE-戸建（新築）

CASBEE-戸建（既存）

CASBEE-住宅健康チェックリスト

建築系

CASBEE-建築（新築）

都市系

CASBEE-都市 ／ CASBEE-都市（詳細版）

CASBEEの全体像

CASBEE-不動産

自治体版CASBEE

CASBEE-コミュニティ健康チェックリスト

CASBEE-住戸ユニット（新築）

CASBEE-ヒートアイランド

CASBEEすまい改修チェックリスト

CASBEE-レジリエンス住宅チェックリスト

CASBEE-都市（世界版）※パイロット版

CASBEE-ウェルネスオフィス

建築環境総合性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）の概要
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政府における建築物の省エネ・脱炭素化の位置づけ
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• 事業者の活動に関連する他社の排出であるScope3については、プライム市場における気候関連財務情報として
[TCFD,IFRS/ISSB]により開示義務化要請(具体的な対象・時期は現在検討中）されている。

• Scope３対応を図るためにはサプライチェーンを含めたLCA算定が必要。

• また、不動産事業者及びファンドのESG配慮を測る年次ベンチマーク評価であるGRESBなどにおいて、建築物の
LCAの実施等が評価項目として重要視。

事業者自らによ
る温室効果ガス
の直接排出（燃
料の燃焼、工業
プロセス）

他社から供給さ
れた電気、熱・
蒸気の使用に伴
う間接排出

Scope1、Scope２以外の間
接排出（事業者の活動に関
連する他社の排出）

Scope1、Scope２以外の間
接排出（事業者の活動に
関連する他社の排出）

Scope1,2,3について GRESBについて

不動産事業者等はScope３対応（特にアップフロントカーボ
ン）が必要
→ 従来は工事費用に対して係数を乗じて算定も、資材単価の高騰等

の影響を受けるため、積上型による比較可能な算定方法が求めら
れている。

✓ グローバルで合わせて 47 兆米ドル（約 5,392 兆
円）の運用資産を持つ 140 以上の GRESBメンバー
が、投資先の選定や対話に GRESB データを活用

＜GRESBにおける評価について＞
⚫ GRESBの評価項目は、①マネジメント、②パフォーマンス、

③デベロップメント、の観点から実施。
⚫ このうち②パフォーマンスと③デベロップメントにおいて、

建築物のLCA関係の事項を評価。

【GRESBでのLCA関連評価事項】
②パフォーマンス
・エンボディドカーボンの目標に関する事項を追加

③デベロップメント：
・建築資材に関する要件（EPD取得、地域産材使用など）
・LCAの有無、スコープ、使用ツール
・エンボディドカーボン設計
・建設・運用段階でネットゼロカーボン設計をしたプロ
ジェクト割合と仕様基準

建築物ＬＣＡが求められる国内の動向（金融・投資）
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ライフサイクルカーボン関連用語の定義

①ライフサイクルカーボン（ホールライフカーボン）［②＋③］

③オペレーショナルカーボン

資材製造
段階

施工
段階

原
材
料
の
調
達

工
場
へ
の
輸
送

製
造

現
場
へ
の
輸
送

施
工

使用段階
(資材関係)

維
持
保
全

修
繕

交
換

改
修

解体段階

解
体
・
撤
去

廃
棄
物
の
輸
送

中
間
処
理

廃
棄
物
の
処
理

使用段階
(光熱水関連)

エネルギー消費

水消費

アップフロントカーボン

②エンボディドカーボン

境界外の
補足情報

再
利
用

・
リ
サ
イ
ク
ル
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
回
収
に
よ

る
便
益
と
負
荷

使
用※

※ 冷媒・断熱
材からのフ
ロン漏洩等
を指す

使用段階
(光熱水関連)

エネルギー消費

水消費

現在の建築物省エネ法
で規制している部分

①ライフサイクルカーボン

（ホールライフカーボン、ホールライフサイクル

カーボンともいう）

• ②のエンボディドカーボンと

 ③のオペレーショナルカーボンとを合わせた

ライフサイクル全体で排出されるCO2

②エンボディドカーボン

• 建築物の建設（原材料の製造、施工等）

使用（改修・修繕等に係るものであって

オペレーショナルカーボンを除く）

解体の各段階で排出されるCO2

• エンボディドカーボンのうち、建設段階に

おける排出のみを取り上げる場合、

これをアップフロントカーボンという

③オペレーショナルカーボン

• 従来の省エネ施策の対象である

暖冷房、給湯等の建築物の使用段階で

排出されるCO2

エンボディドカーボン計算対象

資材製造
段階

施工
段階

使用段階
(資材関係)

解体段階

（オペレーショナルカーボン以外）

※「使用段階」のCO2排出は、「オペレーショナルカーボン」と
「エンボディドカーボンの一部」に分けられる

CO2 CO2
CO2 CO2
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１．オペレーショナルカーボン

２．エンボディドカーボン
（うち資材製造・施工段階：アップフロントカーボン）

（うち使用段階）

（うち解体段階）

出典：建物のLCA指針（日本建築学会）をベースに作成

エネルギー消費 暖房、冷房、換気、照明、給湯など

水消費 上水、水輸送、下水処理

原材料の調達 資源採掘・原材料、リユース品、二次材料、電力・蒸気（一次）、電力・蒸気（二次）エネルギー回収、これに伴う廃棄物輸送・処理（梱
包材）など

工場への輸送 資源採掘・原材料等の加工工場への輸送

製造 原材料・補助材料等による製品製造、電力・蒸気（一次燃料）、エネルギー回収、二次エネルギー燃焼、製品の製造（採掘・加工・輸
送）、梱包、廃棄物輸送・処理など

現場への輸送 資源採掘・原材料等の施工現場への輸送

施工 新築時廃棄物、梱包材・端材の処理、現場での製造・加工など

使用 冷媒・断熱材等からのフロン漏洩等

維持保全 清掃・予定された通常のメンテナンス、洗浄剤等のメンテナンスに必要な資材の製造、メンテに関する輸送、メンテナンスによる電力
消費、廃棄物の輸送、処理・処分

修繕 修繕に必要な資材の製造、輸送、電力消費、廃棄物の輸送、処理・処分

交換 更新・交換に必要な資材の製造、輸送、電力消費、廃棄物の輸送、処理・処分

改修 改修に必要な資材の製造、輸送、電力消費、廃棄物の輸送、処理・処分

解体・撤去 建築物の解体・撤去およびそのためのエネルギー消費量（現場での材料の分別を含む）

廃棄物の輸送 廃棄物の廃棄・処理・リサイクル施設への輸送

中間処理 廃棄物からの分別・回収、再利用・マテリアルリサイクル・サーマルリサイクルなどのための入出力データ、廃棄物処理における
エネルギー回収量など

廃棄物の処理 埋め立てのための前処理と埋立処分

（参考）各段階の内訳
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建築物のLCAの実施によるLCCO2削減の推進（GX）と建築BIMの普及拡大による生産性向上の推進（DX）を一
体的・総合的に支援し、取組を加速化させることを目的として、「建築GX・DX推進事業」を創設する。

令和６年度補正予算：５億円、令和７年度当初予算：65億円

＜BIM活用型＞

• 次の要件に該当する建築物であること。

耐火/準耐火建築物等 省エネ基準適合

• 元請事業者等は、下請事業者等による建築BIMの導入を支援する

こと

• 元請事業者等は、本事業の活用により整備する建築物について、維

持管理の効率化に資するBIMデータ整備を行うこと

• 元請事業者等または下請事業者等またはその両者は、上記のうち

大規模な新築プロジェクトにあっては、業務の効率化又は高度化に

資するものとして国土交通省が定めるBIMモデルの活用を行うこと

• 元請事業者等及び下請事業者等は、 「BIM活用事業者登録制

度」に登録し、補助事業完了後３年間、BIM活用状況を報告する

こと。また、国土交通省が定める内容を盛り込んだ「BIM活用推進計

画」を策定すること

＜LCA実施型＞

• LCA算定結果を国土交通省等に報告すること（報告内容をデータ

ベース化の上、国土交通省等において毎年度公表）

• 国土交通省等による調査に協力すること

※ BIMモデルを作成した上でLCAを行う場合は、BIM活用型、LCA

実施型のいずれの要件も満たすこと。

● 補助要件 ● 補助額等

＜BIM活用型＞

• 設計調査費及び建設工事費に対し、BIM活用による掛かり増し費用の

1/2を補助（延べ面積に応じて補助限度額を設定）

＜LCA実施型＞
• LCAの実施に要する費用について、上限額以内で定額補助

BIMモデルを作成せずにLCAを行った場合：650万円／件

BIMモデルを作成した上でLCAを行う場合：500万円／件

※ LCA算定に必要なCO2原単位も策定する場合の上限額は、400

万円を加算

BIMモデルと部材等のCO2原単位を紐づけ

＜BIMモデルを活用したLCAの実施イメージ＞

建築ＧＸ・ＤＸ推進事業
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サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）の事例①

出典：2024年12月2日 第31回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウムプレゼン資料から抜粋
（URL：http://www.kenken.go.jp/shouco2/past.html） 11



サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）の事例②

出典：2024年12月2日 第31回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウムプレゼン資料から抜粋
（URL：http://www.kenken.go.jp/shouco2/past.html） 12



サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）の事例③

出典：2024年12月2日 第31回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウムプレゼン資料から抜粋
（URL：http://www.kenken.go.jp/shouco2/past.html） 13
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